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通 達 第 ８ 号 

令和３年１０月１日 

 

各部課（かい）長 

熱海市長 齊 藤  栄   

 

 

令和４年度予算編成方針について（通達） 

 

 

本市は、人口減少、高齢化、そしてインフラの老朽化といった大きな課題を抱え

るなかで、令和２年には、新型コロナウイルス感染症の拡大という試練に直面した。

令和３年に入ってもこの感染症の猛威はおさまらず、長期化している。ワクチンの

普及等により長いトンネルの先が見えてきてはいるが、市内の経済的痛みは大きく、

令和４年度は令和３年度よりもさらに大幅な税収減は避けられない見通しである。 

 

このような状況に加え、本年７月３日に伊豆山地域において土石流災害が発生し

た。この災害は、２６名の方が犠牲になり、今なお１名が行方不明（９月２９日時

点）、被害棟数は１３６棟といった規模で、熱海市が始まって以来と言える大災害

である。 

 

熱海市にとって厳しい試練が続いているが、この状況を乗り切るためには、これ

までの常識的な発想や縦割り的な考え方では困難である。「危機的状況」が続く中

で、既存の常識にとらわれない発想と横の連携により、まず、市民生活や市内経済

に大きな支障を生じさせないことを前提として、事業の休止、延期の判断を行い、

必要不可欠な事業に集中的に取り組んでもらいたい。 

 

そして、最優先課題である伊豆山の復旧・復興について、これまで住んでおられ

た方々の期待に応えられる新たな街づくりを進めていかなければならない。我々は

全力を挙げて、被災された皆様に寄り添いながら、復旧復興が早期になされるよう

に政策資源を投入していく。 

 

また、引き続き新型コロナウイルス感染症の長期化を踏まえた「感染症対策の強

化」と「経済再生の実現」を目指していく。併せて、こうした逆境の中においても

日本の観光地のモデルを目指すためにピンチをチャンスに変え、観光地としての魅

力を高めていく施策を講じてもらいたい。 

 

職員におかれては、これまで以上の創意工夫によって資源をより効果的に活用す

るとともに、常に世の中の新しい動向に関心を持ちながら、技術や価値観そして社

会課題などにおける様々な変化を踏まえた施策に取り組まれることを期待する。 

 

 各部課長におかれては、職員の創意工夫・チャレンジ精神が常に発揮できるよう

環境づくりに取り組むとともに、部署横断の施策検討・実行を常に意識するなど、

強いリーダーシップを発揮されたい。 
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記 

 

１．施策検討の視点 

  

施策検討に際しては、災害復旧・復興及び新型コロナウイルス感染症を踏まえた課題、

２.基本方針（歳入歳出等にかかる基本的事項）とともに、以下の点を踏まえ、全職員が編

成作業にあたること。  

(1) 定性、定量データを活用した現状分析のもと、市民意向等を把握し、何のために、 

どのような手法を用いて、何をするのかを明確にし、施策予算案を作成すること。 

(2) 先進地視察の実施結果に基づく他都市の先行事例など、本市においても効果が見

込める施策については、本市の特性を考慮しつつ、施策検討を積極的に進めること。 

(3) 予算案の段階における施策実施の工程については、四半期ごとに進捗把握及び仮 

の効果測定が可能となるよう設計すること。 

 

２．基本方針 

 

(1) 基本的事項 

予算要求額は、継続的に実施する事業に係る経常経費については、原則として、

令和３年度当初予算額の範囲内とする。 

人口減少への対応を加速するための「熱海市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

に掲げられている事業及び新政策ヒアリングの対象となった事業を予算要求す

る場合は、事業計画、後年度への財政負担等を調整したうえで、前年度予算の枠

外として要求を認める。 

前記事業以外の臨時的経費、新規事業及び既存事業の拡充については、必ず既

存事業の見直しや廃止、新規補助金等の財源を確保したうえで要求すること。適

切な事業設計、必要経費の見直し等を徹底し、予算要求を行うものとする。なお、

基本的事項を遵守した要求であっても、更なる査定を行う。 

 

(2) 歳入について 

①市税については、社会経済情勢、税制改正の動向に即応しつつ、的確な課税

客体、課税標準の把握に注力すること。また、口座振替やコンビニ収納の活

用を奨励することにより納期内納付の促進を図るとともに、特に税負担の公

平確保のため、収納率の向上に最大限の努力をすること。 

②国、県支出金、市債等の依存財源については、新たな補助制度、融資制度等

の発掘に努めること。なお、国庫支出金については、特に災害復旧・復興事

業に係るものは所管省庁が分かれ複雑であるため計上漏れ等に留意するこ

と。また、交付金化など制度変更される場合もあるため、情報に十分注意し

予算計上すること。市債については、将来予想される施設更新等の大型事業

への対応に留意し計画的に措置すること。 

③使用料、手数料等については、受益者負担の原則により、現行料金の設定年

度、他都市の状況、関連事務費等を勘案し、適正な額となるように見直しを

行うこと。また、安易な減免措置について見直すこと。 

④その他の収入についても、本来受益者が負担すべきものと考えられるにも   

かかわらず収入していないケースがないか、原点から精査し、収入の増大と

確保に努めること。 

⑤未利用財産については、公共施設マネジメントの観点から、売却や民間投  
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資の誘致など利活用に努めること。 

⑥新たな財源の確保に積極的に取り組むこと。 

 

(3) 歳出について 

①既存の事務事業経費については、廃止・中断を含めて全面的な見直しを行  

い、費用対効果を検討して、徹底的に削減・合理化を図ること。 

②経常的経費については、基本的事項を遵守した要求であっても、抜本的見直

しを図り廃止・統合の推進を図ること。 

③新たな補助金は原則として認めないものとする。また、継続する補助金及び

イベント開催等の奨励的経費については、公益性、行政の責任分野、経費負

担のあり方、行政効果を精査のうえ、ゼロベースから徹底した見直しを行い、

収入に応じて減額措置を講ずるとともに、可能な限り終期を設定すること。 

④来年度以降、災害復旧・復興に係る建設事業は増加していくことが見込まれ

ることからも、多様な入札・契約方式の推進を図り、公共工事のコストを見

直し、縮減について積極的に研究し、予算要求に反映させること。 

⑤災害復旧・復興事業に集中的に取り組むため、既存事業等の休止又は延期に

ついて十分に検討すること。 

 

(4) 特別会計及び公営企業三会計について 

①特別会計は、その設置趣旨に沿って、一般会計に依存することなく独立採算

を目指し一般会計に準じて、予算を編成するものとする。 

②公営企業三会計は、受益と負担の原則からも適正な料金の設定や徴収体制の

強化及び組織のスリム化、アウトソーシング等を推進し、独立採算の基本原

則に立脚した経営に努めること。 


